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　原告 X 市は、平成₁₇年₁₀月に、隣接する A 町と B 市とが合併することによって
成立した地方自治体である。


















のうち、A 町は、国及び独立行政法人 NEDO から、補助金として合計約 ₃ 億₅₀₀₀
万円の交付を受けた。





同じく約 ₃ 週間、代金を約₃₀₀万円とする内容の委託契約を締結した。A 町は、平
成₁₄年 ₃ 月、上記各契約に基づく Y₂社の作成に係る報告書を基に、₁ 時間当たり
の処理能力を ₁ トン、最大 ₁ 日₂₄時間稼働とし、生成されたガスで₃₀₀キロワット
の発電を行う事業規模を想定した、調査報告書を作成した。
　そして、A 町と Y₂社は、平成₁₄年 ₄ 月上旬、「未利用資源のガス化から発電及び
エネルギーの有効活用に至る設備の基本設計」に関わる業務について、実施期間を
契約時から約₁₀カ月間、代金約₂₅₀₀万円とする内容の委託契約を締結し、Y₂社は、
同年 ₇ 月上旬、この契約に基づく基本設計図書を提出した。A 町は、この基本設計





設については Y₃社が、本件発電施設については訴外 D 社がそれぞれ受注し、同年
₁₂月下旬に A 町議会の承認を得た。一方、A 町と Y₂社は、翌平成₁₅年 ₂ 月、本件
処理施設及び本件発電施設の建設工事監理業務について、履行期限を契約翌日から
翌月まで（後に約 ₁ 年間延長）、代金約₈₀₀万円とする内容の委託契約を締結した。
　Y₃社及び D 社は、平成₁₅年 ₂ 月から本件各施設の実施設計、機器の製作に着手





なかった。このため、A 町は、B 市との合併直前の平成₁₇年 ₉ 月下旬までの間、訴
外 E 社に約₅₀₀₀万円を支払って、本件処理施設の能力増強工事を委託した。また、















済の承認を受けたとのことである。広報いちき串木野₉₁号 ₃ 頁（₂₀₁₃年 ₅ 月₂₀日）http://




















　「X 市は、本件施設は、国及び NEDO の補助金の交付を受けており、補助金が、実用施
設に対して交付されるものであり、Y₂社は、A 町が補助金の交付を受けていることを知っ
ていたのであるから、実用施設であると認識していたと主張する。」「しかし、A 町が本件


































































14　なお、本件事業が企画、実現に到った時期が、A 町が B 市と合併として X 市になる直前


















































のと善解できるように思われる19。実際、A 町としては、国や NEDO からの補助金
を受けるために本件施設が順調に稼働しうることを外部に対して積極的に表明した




















































































































































































　この問題に対する解釈の方向性は ₂ つある。 ₁ つは、個々の事実ないし行為ごと
に、当事者ないし関係者の「意思」を解釈し、「研究者」としての立場であるか「事
業者」としての立場であるかを判断する方法である。もう ₁ つは、「研究者」とし
ての立場は、「研究者」としての立場のみで他の関係者と接触ないし交流した場合
に限られ、「事業者」としての立場を兼ね備えていた場合には、「事業者」としての
立場のみが解釈の対象となり、法律上の責任も「事業者」として生ずる、とするも
のである。要するに、前者の解釈は、民事関係の一般的な解釈指針をこの局面でも
適用し、個々の当事者ないし関係者の意思解釈を通じて、法律関係全体の解釈を行
おうとするものであり、後者の解釈は、前述した「研究者の社会的信用」という発
想を背景ないし基盤とし、研究活動の非営利性と公平性を事実上強調することに
よって、「事業者」と異なる社会的信用を「研究者」は有している、と考える議論
である。
　圧倒的多数の者は、研究者であろうとなかろうと、社会的に複数の立場を兼ね備
えたうえで、状況ごとにその都度必要かつ有益な立場を表明して活動している筈で
あるから、「研究者の社会的信用」に関する議論について前述した問題点があるこ
とをも考慮すると、理論的には、前者の解釈の方が明らかに優っていると言わざる
を得ない。しかしながら、この前者の解釈が適用される時点は、言うまでもなく当
該行為がなされたよりもはるか後であることが通常であり、残された証拠との関係
で、真実に近い結論が常に判断者により発見されることが保障されるわけではな
い、という実務上極めて深刻な問題を内包している。そうすると、外部からの観察
によって比較的容易に判明する、各自が表明している立場の社会的な優劣関係に
よって、当該研究者の立場を暫定的に解釈するという後者の解釈手法も、その結論
を絶対視するのでなければ、それなりに合理性があるということはできるかもしれ
ない25。
25　もっとも、以上の点については、未だ裁判上で明確にこの点が争われた例はないようで
あり、本稿での議論も、現段階での試論の域を出るものでないため、今後における事案の
特徴をも加味して、さらに検討を加える必要があることは言うまでもない。
14
筑波法政第₆₂号（₂₀₁₅）
4 　産学官共同事業における研究者の「役割」
　本稿でのこれまでの議論から、産学官共同事業の失敗における「研究者」の責任
については、次の点を明らかにすることができたものと考えられる。
　第 ₁ に、従来の裁判例に関して言えば、契約上の責任関係を明確に規定すること
によって、実務上発生した問題点の大半は、合理的に対処することが可能であった
筈であり、実務上の判断として、どこまでの法律関係と責任の所在及びその範囲を
明確とすべきかが、今後の実務における検討課題となると考えられる。
　第 ₂ に、理論上の観点からすれば、「研究者の責任」といえども、一般的な法律
関係における責任と同様の解釈手法によるべきであり、ただ、潜在的な社会的支持
を受けている可能性がある観点としての「研究者の社会的信用」については、近い
将来再検討する必要がある。
　第 ₃ に、「研究者」が同時に「事業者」として産学官共同事業に参画した際にお
ける責任の性質については、「研究者の責任」を責任の一般法理の中に位置づけて
他の責任と同種のものとして解決すべきとするのが本稿の立場であるが、「研究者
の社会的信用」を前提として考慮すべきか否かによって解釈の方向性が大きく変わ
り、かつ、かかる考慮をすることによって実務上解釈が簡明になる側面もあるので、
なお検討が必要である。
　冒頭でも述べたとおり、産学官共同事業それ自体は、異なる考え方と能力を持つ
者の相互関係の形成により、単独では到達できない成果を挙げることが十分期待で
あるものであるから、これを促進するために、あらゆる方向から議論を行う必要が
ある。本稿で行った「研究者の責任」に関する試論も、かかる議論の一環であり、
より健全かつ妥当な共同事業関係の形成をどのようにして法律上担保することがで
きるかについて、今後さらに検討を重ねていくこととしたい。
（完）
（人文社会系准教授）
